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来週の投資戦略（1/19-23）
高市会見、トランプ演説、物価指数

2026 年 1 月 18 日

小松 徹

注目事項 － 見所

10‐12 月期の日米決算 ― ネットフリックス、ディスコ（6146）など。
1 月 19 日、高市首相会見 ― 解散の大義は？来年度予算は？
1 月 21 日、トランプ米大統領、ダボスで演説―外交政策、住宅政策など様々か？
1 月 22-23 日、日銀、金融政策決定会合 ― 現状維持？会見で円安を問われる？
1 月 23 日、通常国会開会 ― 冒頭解散？
1 月 23 日、12 月の全国消費者物価指数 ― 前年比+2.1％、コアコア+2.8％？

（1 月？日、米国相互関税判決 ― 違憲とするも混乱を避ける内容？）

株式市場見通し

先週本レポートで高市トレード「よーいドン」と書いた。日経 225ETF（1321）を火
曜日寄り付きで買っても値が高く（翌日も上昇したが）、金曜日引け値はほぼ変わら
なかった（55940 円→56090 円）。これは、立憲民主党と公明党が連立すると報道さ
れたことを受けたようだ。来週は月曜日夕刻に高市首相が会見する。解散の大義を説
明し、記者から来年度予算の執行を問い詰められるだろう。一方、中道改革連合も政
策を発表する。この連合は高市氏の選挙構想には入っていなかっただろう。単純に言
えば、これまでの両党の死に票が少なくなるうえ、公明党が自民党議員を支援してい
た票が立憲議員に移ることもある。ただし、旧党名を書いた無効票が記録的になろう。

２月８日が投開票日ならば、それまで 3 週間。証券界の表情は明るい。東証超大型株
指数は先週+4.9％と大きく上昇した。外国人投資家が莫大な資金を投入する場合、こ
うした流動性の高い銘柄を買う。先週火曜日の売買金額は 7.7 兆円、それ以外の日も
７兆円前後と高水準だった。今年第１週に海外投資家が現物市場で 1.2 兆円買い越し
たことも驚きだ（もちろん、解散報道前の売買）。

さて、水曜日にトランプ米大統領がダボス会議で演説する。物議を醸す外交政策に加
え、住宅対策、消費者ローンなど様々なことを話すだろう。ベッセント財務長官、ル
ビオ国務長官なども同行し、過去最多の代表団が参加するという。高市首相は参加せ
ず、貴重な外交の場を生かせないことは残念だ。トランプ氏がいつでも電話してくれ
と言ったが、恐らくそれも逃しているだろう。

最後に、来週の経済指標発表などについて。月曜日に中国が 10-12 月期実施 GDP 成
長率が前年比+4.5％と発表予定。IMF の世界経済見通しが発表される（わが国は上方
修正か）。木曜日に米国で 11 月の個人消費支出（PCE デフレーター）が前年比+2.7％

（コア+2.8％）と予想。金曜日にわが国の 12 月の消費者物価指数が前年比+2.1％（コ
ア+2.8％）と予想されており、11 月の+2.9％から急低下する。長期金利の反応を見た
い。金曜日昼に日銀が金融政策決定会合で現状維持と発表する見通し。利上げ後も円
安になったことについて植田総裁は会見でどう説明するか。

KPA の投資戦略
ロング（買い） ショート（売り）

好財務の割安株、来期増益株 高 PB 低位株、高 PE 新興株

(注) ヘッジ・ファンド向け戦略としての一例。投資期間は半年程度を想定。
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